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　　Ⅰ　総　論

1.　「新自由主義の30年」を再検証する

　(１)　新自由主義をもたらしたもの
・第二次大戦から60年代までの日本を含む先進国は、下記のような政策を基本に高度経済成長を達成した。

①　西欧諸国を中心とした福祉国家政策（高率の税制を基礎とした手厚い社会保障）

②　アメリカ的な経済と生活のモデル（大量生産→賃金上昇→大量消費→経済成長）

③　ケインズ主義【1】的財政金融政策（完全雇用、経済成長、福祉のために国家が市場に積極的に介入）

・しかし、60年代末から、下記のような要因により、破綻を迎え始める。
　①　高コストによる顕著な競争力の低下

　②　スタグフレーション（失業とインフレ）の招来

　③　官僚主義的な統制など、福祉国家路線が持つ硬直性・非効率性への批判の高まり

・高度経済成長の破綻は、73年に起きた第１次オイルショックによって決定的なものとなった。

　(２)　新自由主義が行ったこと

・福祉国家が大きく揺らぐなか、新自由主義は、サッチャー首相率いるイギリス、レーガン大統領率いるアメリカを筆頭に、1970年代から台頭し始める。

　①　新自由主義の主な主張

・「上げ潮は船をみな持ち上げる」（元来アメリカのことわざであるが、「経済成長が税収の自然増をもたらし、財政再建も達成できる」といった主張を指す）

・「（上層から下層へと富が）滴り落ちる」（トリクルダウン理論【2】と呼ばれ、「大企業や富裕層の経済活動を活性化させることによって、富が低所得層に向かって徐々に流れ落ち、国民全体の利益となる」といった主張を指す）

・新自由主義を信奉する者は、「福祉国家が採用した政府主導の裁量的な経済政策は、意図したような成果を上げられず、かえって経済活動が非効率化する」として「政府の失敗」を厳しく批判した。その上で、企業の競争力を阻害する規制や制度を撤廃・緩和することを強く主張した。

　②　その具体策

・新自由主義は、主に先進国において、労働運動に対する抑圧策と労働規制の撤廃、高額所得者や法人税の減税、社会保障の総額抑制と財政規模の縮小、規制緩和の推進、公共サービスの民営化、地場産業・農業保護策の撤廃などを推進した。

・一方、累積債務問題が深刻化したアフリカ、ラテンアメリカ等においては、ＩＭＦ・世銀を通した構造調整プログラム【３】の押し付け（通貨の引き下げによる輸出力の強化と輸入の制限、政府の公的支出の削減、価格統制の撤廃、輸出入や為替の管理の撤廃、国営企業の民営化などの一連の政策の採用を条件に、債務国への貸し出し）などを強力に推進した。

	

	　新自由主義は、80年代以降のグローバル経済の進展とともに、ＩＭＦ・世界銀行などの国際機関や各国における政策パッケージの主流になっていく。

	


※　ただし、日本では、80年代初頭に中曽根首相がサッチャー・レーガン同様に公共部門労働運動を弾圧したが、ＭＥ化等の技術革新によりいち早く不況から脱したために、バブル崩壊以降の90年代に入るまで新自由主義的改革は英米ほどには進める必要がなかった（当時を象徴する言葉として「Japan as №１」（80年代初頭に大ヒットしたエズラ・Ｆ・ヴォーゲル氏の著作の題名から））

　(３)　新自由主義は世界を豊かにしたのか？
・新自由主義は、その主張通り、世界を豊かにしたのか？

　①　高い経済成長は成しえなかった

・世界全体で見た場合、福祉国家時代の60年代には3.5％、オイルショック等により　世界的な混乱の続いた70年代でも2.4％の経済成長があったにもかかわらず、新自由主義が席巻しはじめた80年代には1.4％、グローバル化の進んだ90年代に至っては1.1％の成長に過ぎない。

②　先進諸国と途上国との格差の拡大

・ＩＬＯの調査によれば、1960－62年には53.9倍だった、最貧20カ国と富裕20カ国とのＧＤＰ格差は、2000－2002年には121.1倍に拡大している。

　③　社民主義的な国家に劣る経済パフォーマンス

・国際貿易収支、国民一人当たりのＧＤＰにおいて、英米など典型的新自由主義とは別の政策（社会民主主義的な政策）を採用した北欧諸国が優位にあったことが明らかである。

　(４)　新自由主義がもたらした負の側面

・むしろ新自由主義は、次のような負の側面を世界中にもたらしている。
　①　富裕層と貧困層との格差の拡大

・上記トリクルダウン理論にかかわらず、国内における所得格差は、北欧諸国に比して、アメリカやイギリスなどが高い傾向にある。

②　公共の資産であったものの私有化と商品化

・公益事業（水道、電気通信、交通運輸等）、社会保障給付（公共住宅、教育、医療、年金等）、公共機関（大学、研究所、刑務所等）などが世界各地で民営化された。公共の資産であったものを企業のものにしたり、商品化したり、私有化したりすることは、新自由主義的プロジェクトの顕著な特徴であった。

　③　投機的・略奪的な金融化の進展

・国際市場における金融取引の１日当たりの総出来高は、83年には23億ドルだったが、01年には1300億ドルにまで拡大した。このような中で、自社株購入権による資本の所有者と経営者との利害の結びつき、組織的な株価操作、合併・買収による資産の略奪などが頻繁に行われるようになってきた。

　④　勤労者の賃金・労働条件の悪化と貧困の拡大

・国際競争のもとの労働者の賃金の切り下げ等によって、過去 20 年間、ＯＥＣＤ諸国のうち16ヵ国で貧困率が上昇している。

　⑤　途上国・最貧国における飢餓や健康状態の悪化

・教育や保健サービスの水準が低下し、また多国籍企業による伝統産業の破壊と搾取的な労働実態が進んだ結果、途上国・最貧国では飢餓や健康状態の悪化が深刻化している。

	

	　2008秋のリーマンブラザーズの破綻に端を発した、世界的な金融危機以来、次のような問題が明らかになってきた。

①　実体経済と乖離した国際金融資本主義の破綻

②　行き過ぎた規制緩和・セーフティネットの綻びが露呈

③　新自由主義を信奉する者は、政府の介入を嫌い、「市場の見えざる手」によって経済運営がうまくいくことを喧伝していたにも関わらず、金融危機に対して各国政府が大規模な市場介入せざるを得なかった現実

　そのため、世界的に新自由主義的な政策の見直しが開始されたが、2010年アメリカ中間選挙におけるオバマ民主党の敗北に見られる通り、情勢は予断を許さない。

	


2.　「構造改革＝日本における新自由主義」は何をもたらしたか？

　(１)　日本における新自由主義
・日本においては、90年代に本格的に新自由主義的な政策が導入されることとなった。その要因・背景には次のようなことが挙げられる。
　①　グローバル化における急速な競争力低下からの回復

・バブル崩壊以降、日本経済が急速に競争力を低下させる一方、中国が市場参入し、アメリカが競争力を回復させて来る。その中で、アメリカからの対日改善要求のもと、日本の経済界は、「日本的経営（終身雇用・年功型賃金）」などの見直しを進めることとなった。

②　大蔵・通産を中心とした「官僚主導」の経済発展の見直し

・企業が多国籍企業化を進めるに当たって、国内の地場産業などに対する保護策は阻害要因であるとして、それらを主導してきた大蔵・通産などの政策に対する批判が強まる。それ以降、日本における「改革」は常に「反官僚」を旗印にしていくこととなる。

　③　自民党による地方・中小・農業に対するバラマキの見直し

・上記②とも連動しつつ、「政官業」癒着のもと行われてきた公共投資・各種業界への補助金は、投資効果が薄れ、莫大な財政赤字の要因になってきた。エコノミストや経済界は、非効率部門の淘汰と企業減税を政府に要求し始める。

＜その具体策＞

①　94年のＯＥＣＤ「雇用戦略」（雇用の柔軟化等を提言）」を背景とした、95年の日本経団連の「新時代の日本的経営」および同年以降の「規制緩和推進計画【4】」等をもとに、新自由主義的改革が始動する。これらが、賃金抑制と非正規雇用の拡大の皮切りとなる。

②　新自由主義的改革の一環として、96年、橋本首相は、社会保障構造改革、行政改革、財政構造改革など「六大改革」を掲げるが急速な景気悪化で失敗する。

③　（その後の、小渕・森政権による旧来的なバラマキ策への回帰を経て）

小泉・竹中「構造改革」路線によって新自由主義が全面化する。その具体策が、道路公団など特殊法人民営化、市場化テストや指定管理者制度の導入、労働者派遣法の規制緩和（製造業派遣が解禁）、三位一体改革、銀行の不良債権処理（地場産業の淘汰）、医療制度改革（窓口負担の増加）、郵政民営化、などである。

　(２)　「構造改革」路線がもたらしたもの

　①　「構造改革」は、経済成長はもたらさず
・小泉政権発足の2000年に名目ＧＤＰは503兆円であったが、小泉政権後半の2005年は498兆円に縮小している。

②　勤労者生活の悪化
・全勤労者の年間平均給与（1年未満の雇用の者を含む）は、98年の418.5万円から07年の367.2万円まで下降の一途を辿っている。

　③　雇用構造の劇的な変化（不安定雇用の拡大）
・正規労働者は97年の3,812万人から09年の3,380万人にまで減少する一方、非正規労働者は09年には1,721万人まで増加しており、全雇用労働者の１/３強に至っている。

④　地方の疲弊と地域間格差の拡大
・三位一体改革により国庫補助金・地方交付税の削減の合計＝約6.8兆円が地方にしわ寄せされ、地域・自治体に大きな打撃を与えた。また、県民所得格差も小泉政権期一貫して拡大することとなった。

⑤　社会保障制度の危機的な状況

・2002年度から毎年、社会保障費の自然増分のうち2,200億円（初年度は3,000億円）を削減することを決定し、実際に自公政権下の７年間で総額１兆6,200億円を削減した。抑制の対象は、医療、介護、障害者、母子、生活保護、年金、雇用保険などすべての分野に及んだ。

	

	　世界金融危機の余波による「派遣切り」の社会問題化、ワーキングプアの顕在化、地方の異議申し立て等を原動力に2009年に歴史的な政権交代が実現。「構造改革」路線の全面的な見直しが開始されたが、変革はまだ緒に就いたばかりである。

	


3.　この間、自治労や連合はどのような社会・政府をめざしてきたか？

　(１)　自治労「21世紀宣言」（付属資料）のポイント

・2003年10月の第74回大会（東京）にて採択された自治労「21世紀宣言」（現在の綱領）の考え方のポイントは下記の通りである。
　①　「自由・公正・連帯」の社会の創造

　　・協力原理に基づく安心・安全・信頼の社会

　　・地球環境と共生する持続可能な社会

　　・すべての市民的権利を平等に確保する男女平等参画社会

　　・生活と労働の二つの領域で社会的セーフティネットを構築

　　・多様なライフスタイルを選択可能な新しい社会を確立

　　・女性の労働市場への対等な参加

　　・労働時間の短縮とワークシェアリングを推進

　　・長期継続雇用、公正労働基準による短期・短時間雇用

　　・ＮＰＯ・ＮＧＯ等の参加型労働など多様な働き方

②　自治・分権改革の推進

　　・市民・自治体・労働組合のパートナーシップによる自治

　　・自立した市民による協力社会

　　・集権的な行財政システムを改革

　　・税財源の移譲など地方政府の財政自主権の確立

　　・基礎自治体、広域自治体、中央政府のあり方を抜本的に見直し（第３次分権改革)
　(２)　連合「労働を中心とした福祉型社会」「有効かつ効率的な政府」のポイント
・2001年10月第７回大会にて採択された連合の「労働を中心とした福祉型社会」の考え方のポイントは下記の通りである。
　①　労働を中心とした福祉型社会

　　・すべての人に働く機会と公正な労働条件を保障

　　・安心して自己実現に挑戦できるセーフティネット

　　・人々の共感と参加が保障される「個人尊重・社会連帯」型の社会

　　・効率的な市場機能を活用しつつも、「政府の失敗」と「市場の失敗」を十分認識した、しっかりしたルールとセーフティネットを組み込むことによって社会的規範を育くみ、社会連帯を重視

　　・環境と調和する循環型社会

　　・男女平等参画社会

　　・国民に安心・安定・安全を提供する持続可能な福祉社会

②　有効かつ効率的な政府

　　・労働を中心とした福祉型社会を実現していくための中央・地方の政府の役割

　　・社会のニーズに適切に応える「有効かつ効率的な政府」

　　・徹底した分権と参加、行政機構の改革、情報公開

※　ただし、連合は、2010年12月2日の第59回中央委員会において、「労働を中心とした福祉型社会」について「働くことを軸とした安心社会」に変更している。

	

	①　自治労・連合とも「市場原理主義（新自由主義）からの脱却」「セーフティネットの強化」「公正な労働」「男女平等と環境の重視」「自治と分権」「中央・地方政府の改革」などを大きな目標としてきた。

②　課題は、「その後さらに格差は拡大し、生存すら脅かされる事態が進展したことにどう対処するか」「これらの社会を達成するための財源をいかに確保するか」といった点にあるのではないか？

	


4.　これからの日本社会の基本的なあり方は何か？

　＜前　提＞

　　1.～3.で示した歴史的経過を踏まえれば、「新自由主義的社会」を排しつつも、低成長のもとでは、「高い経済成長を前提とした、かつての西欧型福祉国家（高福祉高負担）」や「大量生産・大量消費によるかつてのアメリカ的な社会」を展望することは困難であると認識すべきである。

　＜今後の産業・経済の見通し＞

・地球温暖化、資源の枯渇等を考慮し、日本の経済が成熟した段階にあることを踏まえれば、中長期的に見て、重化学工業ではなく、「知識集約型産業（情報通信など）」「ソフト産業（サービス業など）」などにシフトしていかざるを得ないことは明らかである。
	

	　新自由主義＝構造改革路線によって、あらゆる局面で格差が拡大したこと、また、産業構造の変化が求められている（必然である）ことから、日本社会の中長期的なあり方として、「格差を是正し、安心と（再）挑戦を保障する、ゆたかな社会」づくりが必要である。

	


　(１)　「格差を是正し、安心と（再）挑戦を保障する、ゆたかな社会」に必要なこと
・「格差を是正し、安心と（再）挑戦を保障する、ゆたかな社会」のためには、下記のようなことが整っていなければならない。

①　自然環境の保全

②　快適な住居、文化的生活環境の確保

③　学校教育制度・再教育制度の充実

④　質の高い福祉・医療サービスへのアクセス

⑤　社会的公正を保つための経済・社会的制度の整備

・このようなインフラのもとで、一人ひとりの労働者が生きがいをもって働くことができる「内需主導型経済」へ転換していくことが求められている。

・これら全体の社会基盤として、雇用・労働や家族的責任等のあらゆる面で、男女平等・男女共同参画の一層の推進が必要であり、そのもとでのワーク・ライフ・バランスを図っていかなければならない。

　(２)　めざすべき社会像に対応した経済・社会戦略
・（１）で示した、産業構造の転換を見通し、かつ「格差を是正し、安心と（再）挑戦を保障する、ゆたかな社会」のためには、産業政策と社会保障制度改革のリンクが重要である。この場合、「環境」と「福祉」による「雇用」創出が重点課題であると考えられる。

・その具体策としては、下記のようなことである。

①　環境（エネルギー転換による産業革命「グリーンニューディール【5】」の推進、新しい環境技術による雇用とリーディング産業づくり、再生エネルギーの積極的活用と戸別所得補償による農業の振興など）

②　福祉（社会保障の再生＝少子・高齢社会に対応した産業・雇用政策、育児・医療・介護分野での潜在需要に対応した供給体制づくりの推進など）

③　雇用（安定した雇用をつくるための職業訓練や雇用政策の推進、幼児教育から高等教育などの公教育の拡充など）

　(３)　新しい社会を創造するための政府の役割
・新しい社会を創造するために、政府（国・地方）が果たすべき役割は少なくない。基本的には、次の２点が欠かせないと考えられる。
　①　社会的セーフティネットの再構築

・個々人が、新しい産業や仕事づくりに挑戦し失敗しても、生活を保障する安全のネットが当然必要である。

・しかし、これまでのセーフティネットは、男性肉体労働者と女性の無償家庭労働を前提としたシステムであり、言わば重化学工業時代の遺物である。そのため、年金・失業保険・医療保険・生活保護など現金給付が中心であり、現物サービスは、無条件に女性が供給することを想定したものであった。

・これに対して、知識集約型・ソフト産業の時代における今後の新しいセーフティネットは、雇用の多様化、働き方の変化と女性の社会進出、第３次産業の拡大を前提に考える必要がある。つまり、医療、教育、育児、介護などの対人社会サービスを政府の責任において現物給付することが必要なのである。

　②　産業構造が変わっていくためのインフラの整備
・重化学工業を中心とした、重厚長大時代のインフラは、全国的な交通網やエネルギー網と、そのための道路やダムの建設などが中心であった。

・しかし、知識集約型・ソフト産業の時代のインフラは、人に対する投資、すなわち、医療・教育に加えて、積極的労働市場政策【6】（教育・再訓練）が重要となってくる（「コンクリートから人へ」）。これらは、新しい知識産業の宝庫にもなるものである。

・さらに、教育・医療・環境等のサービス給付は、セーフティネットであると同時に、それ自体が、次世代産業を創る前提条件ともなることに留意が必要である。

・そのため、「新しい産業・新しい雇用へと人をスムーズに誘導する」という意味において、「Ⅱ各論　１雇用・労働のあり方」において示す通り、北欧からＥＵ全体への広がりを見せる「労働市場の弾力化（成長・戦略的産業への人材の移動）」「解雇・離職に対する手厚い手当」「再教育・再訓練の強化・充実」がセットとなった「フレキシキュリティ【7】戦略」等についても検討する必要があると考えられる。

　(４)　中央政府・地方政府の役割の分担

・上記（３）を政府の基本的役割とした場合に、それを中央政府（国）と地方政府（自治体）が、どのように効率的かつ効果的に提供（給付）していくべきかが課題となる。この場合、原則として、次の通りとすべきである。

　①　対人社会サービスの給付＝地方政府
・地域ごとに異なる生活様式に応じたサービス給付は、身近な公共空間で決定され、提供されるべきである。具体的には、福祉・教育は市町村、医療は都道府県が提供の責任主体となるべきと考えられる。

　②　現金給付＝中央政府
・全国一律に給付されるべき社会保険などは中央政府の責任において運営されるべきであり、責任の明確化のためにも、政府支出分は中央政府が全額負担すべきである。

	

	　新しい経済・新しい社会のもとにおける新しい政府のあり方を確立するためには、必然的に中央－地方を貫く「統治のあり方」の見直しが必要となる。その際、「中央の仕事を地方に与える」という意味での「分権」ではなく、地域自らが、「共同体の再生」「新しい産業の創造」「地域に必要なサービスの再構築」をはかるための「地域主権」という考え方がポイントとなる。

	


　(５)　「めざすべき社会」の創造にあたっての前提・制約条件　　

・ここまで示してきた「めざすべき社会＝格差を是正し、安心と（再）挑戦を保障する、ゆたかな社会」の創造にあたっては、次のような、大きく二つの前提・制約条件があることを認識する必要がある。逆に言えば、これらの前提・制約条件を克服しない限り、新しい社会の実現は困難であるということである。

　①　深刻化する日本の財政状況

ア）雇用対策・社会保障の拡充には、当然財政的裏打ちが必要である。ただし、国・地方で900兆円を超える財政赤字を抱えている現実を見過ごすことはできない。

イ）政府の2010年度予算では、一般会計は約92兆3,000億円に対して、税収は約37兆4,000億円である。財務省が示した試算では、2011－2013年度の名目経済成長率を1.1～2.7％と設定しても、税収は2013年度でも43兆８億円に過ぎない。

ウ）政府が2010年6月に閣議決定した「新成長戦略」においても、名目成長率を３％と想定しており、高成長による大幅な税収増を期待できる状態ではない。

	

	　社会保障を中心とした必要な公共サービスを提供するためには、必要な税収を確保することが必要である。そのためには、抜本的な税財政改革を行い、負担と受益の関係を明確化した財政の将来ビジョンが必須である。

	


　②　少子・高齢化・人口減少社会の進行
ア）2005年、日本は史上はじめて人口減少社会に突入した。今後、2030年から2035年にかけて、95％以上の自治体で人口が減少する。2035年には年少人口割合10％未満の自治体が３分の２を超える一方で、75歳以上人口割合25％以上の自治体が５割超となる。

イ）高齢人口（75歳以上人口）は、2035年時点で、非大都市圏では「25％～50％増」だが、大都市圏は2.5倍以上の増加も珍しくない。現在高齢化は過疎地・地方の問題とイメージされがちだが、今後、高齢社会への対応を最も求められるのは大都市圏であることに留意が必要である。

ウ）少子・高齢化・人口減少は、次のような矛盾したインパクトを自治体政策に与える。すなわち、「人口減少」は、「歳入を減らし、行政規模の縮減圧力が高まる」ことにつながるが、一方で、「75歳以上人口の増加」は、「歳出（社会保障等）を増やし、政策領域を拡大させる（「私」から「公」へ）」ことにつながる、ということである。

	

	　このような実態が進行することを前提に、次のような考え方が必要である。

①　「市民生活と地域社会の維持を何よりも重視する（新しい公共財を作る＝ビルドから、既にある公共財の維持管理＝メンテナンスへ転換する）」

②　「地域内で助け合って生活するしくみをつくる（地域力が衰退することは与件としながら、行政が人と人とのネットワークづくりに関与していく）」

③　「条件の悪い地域をみんなで支える（95％以上の自治体で人口が減少する2030～2035年までの20年のタイムラグがあることを利用しながら、日本全体で条件が悪い地域を支え合い、ソフトランディングする）」

	


　　Ⅱ　各　論
１　「雇用・労働」のあり方
1.　雇用・労働をめぐる現状と問題点
　(１)　日本的雇用の破壊
・バブル崩壊以降「失われた10年」といわれる中、企業は国際競争力の強化の名のもとに、人件費・コストカットを進めたため、これらの日本的雇用のあり方は崩壊し、「雇用破壊」とも言われる状況になっている。
・正規の採用は抑制され、賃金も上がらず、長時間労働による過労・ストレスの増大など、労働者の負担は高まっている。また、失業率も高止まりしている。
　(２)　低賃金・不安定な非正規労働者の増大
・非正規労働者は、正規労働者の代替として賃金を低く抑えるため、また需要の変動に対する調整弁として増え続け、2009年には1721万人、全雇用者の1/3強となった。その背景には、日経連が95年に発表した「新時代の『日本的経営』【8】」論と、それを政策的に後押しした労働者派遣法の改悪など、労働分野の規制緩和がある。
・正規から非正規への代替が進む中、希望に反して非正規雇用を選択せざるを得ず、家計の主たる収入維持者として正社員並の職務につきながら、低賃金・労働条件に置かれている非正規労働者が多数存在する。
　(３)　格差と貧困の実態とその影響
・低賃金と不安定雇用を強いられている非正規労働者の増大を背景として、「ワーキングプア」という言葉に象徴されるように年収200万以下の給与所得者が1000万人を突破し、格差は拡大・固定化し、貧困問題も深刻化している。これにより、社会保障制度の空洞化と同時に生活保護世帯の増加など社会的コストの上昇が起きている。将来への展望が描けず、結果として少子化の進行にもつながるなどさまざまな影響を及ぼしている。
　(４)　日本的な雇用と社会保障システムの限界
・これまでの日本の社会保障は、企業が男性正社員に対して手厚い雇用と企業福祉を保障し、さらにその男性正社員が妻と子どもを養うというシステムを前提としていた。しかし、非正規労働者が全労働者の3割強を占める今、その前提はすでに崩れ去っている。時代の変化に対応した雇用労働のあり方と社会保障システムが検討されなければならない。
2.　今後の雇用・労働政策の基本
　(１)　「完全雇用政策」をめざす
・雇用とくらしの安定なくしては、人々は安心して生活できず、消費の拡大はありえない。内需を中心とした経済への転換のためにも、「完全雇用」を基本とし、すべての人に働く機会と公正な労働条件を保障した社会をめざす。
　(２)　すべての人に働く機会を ― 労働を通じた社会参画
・働く意思のある人は誰もが、将来に希望を持って安心して働けるよう、雇用機会、能力発揮機会を拡大する。
3.　就労促進のための支援策
　(１)　若年者雇用政策
・若年雇用問題の背景には、「新卒一括採用」という採用・就職慣行と職業能力形成の機会の不足等がある。
・「学校のキャリア教育・職業教育」、「入り口」の雇用のマッチング」、「職場定着・生活の構築」という、継続的支援を行うことが必要不可欠である。
・また離職による再チャレンジへむけ、職業訓練・生活支援の推進、中途採用機会の拡大、ジョブ・カード制度【9】の充実による職業能力評価の定着など総合的に支援する必要がある。
　(２)　女性雇用政策
・長時間労働の抑制など仕事と生活の調和の実現、男性の育児休業取得の促進、保育サービス等の拡充（誰でも保育が利用できる）などを通じ、とくに女性が育児期に働くことを可能とする施策をさらに推進すべきである。
・男女がともに取得しやすい介護休暇制度の充実、介護のための仕事量の軽減、介護のための転職支援等の拡充、利用しやすい介護施設の充実が必要である。
　(３)　高齢者雇用政策 
・高い就業意思を持った日本の高齢者の能力を活かすため、希望すれば65歳まで働き続けることのできる仕組みを構築すべきである。
・高齢者個人の幸福追求に加え、年金制度の安定的運営、少子化時代に必要な労働力の確保、高齢層の消費拡大などの効果もある。
　(４)　障害者雇用政策 
・障害者の就業希望を最大限に実現できる施策を推進することが喫緊の課題である。
・法定雇用率達成にむけた更なる促進施策、直接雇用、授産製品の積極的購入、職場等のバリアフリー化の促進と幅広い領域のメンバーが参加した障害者就労支援にむけたネットワークづくりを推進すべきである。
　(５)　外国人労働者政策
・製造業を中心に非正規雇用として就労する外国人の増加・定住化が進んでいる。その多くは安価な労働力として不安定で低い労働条件で働いており、問題が多い。人権侵害を許さず労働条件の確保と法令遵守を徹底する必要がある。
・看護・介護にとどまらず、労働条件の整備を含め、移住労働者のあり方を検討すべきである。
4.　格差の是正とセーフティネットの整備
　(１)　雇用の二極化の是正
・非正規労働者は低賃金、不安定雇用に置かれる一方、正規は拘束が多く（配置転換、転勤など）、長時間労働を強いられている現状にある。この二極化をどう埋めるかが課題である。
①　最低賃金の引き上げ
　・かつて非正規労働者は、主婦パート、学生アルバイト、世帯に自分以外に働き手がいる家計補助的な働き方が中心であったため、賃金・労働条件の低さは問題にされなかった。しかし、現在、有期契約で働く非正規労働者のうち69.8％が自分の収入で家計を支えていると答えている。（厚労省「2009年有期労働契約に関する実態調査」）

　・「ワーキングプア」を解消し「生活できる賃金」を確保するため、最低賃金の引き上げが必要である。（2010年６月３日に政府主宰の雇用戦略対話においては「できる限り早期に全国最低800円を確保し、景気状況に配慮しつつ、全国平均1,000円をめざす」とされている）
②　均衡・均等処遇
　・非正規労働者のフルタイム化・基幹化が進んでいるにも関わらず、賃金に大きな差があるのは不合理である。非正規であっても正規労働者と同様の職務であれば、均等・均衡な賃金を保障すべきである。
　・同時に、一時金・手当の支給、休暇制度の拡充、福利厚生の適用、社会保険の適用拡大、正規雇用への転換制度の整備をはかる必要がある。
③　長時間労働の抑制とワーク・ライフ・バランスの確保
　・時間外労働の割増率の引き上げがはかられたものの、実質的な労働時間短縮には業務内容・人員の見直しなど個別労使のきめ細かな対応が不可欠である。（情報労連では労働時間のインターバル規制（労働の終了から次の労働の開始までについて、一定時間の休息付与を義務づける規制）の導入にむけた取り組み）
　・男女労働者ともに家庭や地域で過ごす時間を確保できるようなワーク・ライフ・バランスの実現が必要である。
　(２)　積極的雇用政策とセーフティネットの再構築
・社会保険や雇用保険からこぼれる層（非正規労働者）が増大する一方、現行生活保護制度は「最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助ける」目的を十分に果たしていないとの指摘もある。
・雇用保険と生活保護制度の中間に位置するセーフティネットの構築により、切れ目のないセーフティネットを構築することが必要である。
　①　就労・自立支援プログラム【10】への参加を要件に、現金給付、職業訓練、生活支援（現物給付）などを組み合わせた制度とするべきである。
　②　現在政府において検討中の「パーソナル・サポート・サービス」（様々な生活上の困難に直面している利用者に対して、個別的かつ継続的に相談・カウンセリングや各サービスへのつなぎを行う）の制度化をはかるべきである。その際、行政、NPO、労働組合、企業、専門家（弁護士、司法書士、精神保健福祉士、社会福祉士、キャリアコンサルタント等）など地域の資源を有効に生かし、ネットワークを構築することが重要である。
5.　産業構造の転換と地域雇用の創出
　(１)　医療・福祉分野など新たな雇用創出策へ
・90年代後半からの雇用における製造業・建設業のウエイトは低下し、医療・福祉分野の雇用の伸びが著しい（2003年から５年間で20％増）。医療・福祉や環境、観光など、内需型産業を今後の雇用創出の対象とすべきである。
　(２)　地域雇用政策の具体案
①　環境分野における雇用
　　　　　環境技術の革新、地域の農林・水産資源、クリーンエネルギーの活用など、地域の自立と低炭素社会の実現とセットで、地域に根ざした新たな雇用を創出すべきである。（連合は「日本版グリーンニューディール」の推進によって、環境の分野で約65万人の雇用が創出できると試算）
　　　②　「社会的企業」との連携
　　　　　地域における雇用創出や若者の人材育成・就職支援、両立支援などのさまざまな生活関連サービスの事業等を行うNPO、協同組合などの「社会的企業」と行政、企業の連携が必要である。
　　　③　医療・介護など公共部門関連の雇用の推進
　　　　　人口減少・高齢化のもと、暮らし続けることのできる地域社会づくりのために、市民生活と地域社会を支えるためのサービスの必要性が増しており、必然的に公共部門周辺の雇用の拡大が見込まれる。その際、多様な主体による公共部門関連の雇用を積極的に評価し、単なる行政の丸投げ・下請けではなく良質な雇用を生み出すよう整備していくことが必要である。
　　　　　とくに高齢者介護はどこの地域にもニーズがあり、ここで雇用が生まれれば、地域に人が定着することにもなる。雇用と安心のくらしを支える内需型産業として発展させるために介護労働者の処遇改善も不可欠である。
　　　④　地域雇用対策の枠組みづくり
　　　　　政府は2009年10月、地域の実情に合った雇用促進施策の推進のため、各都道府県に対し「地域雇用戦略会議」【11】の設置を求めた。自治体と地域の労使の枠組みで上記の分野を重点とした雇用創出のためのプラン策定と実施を行うべきである。この際、地方連合会・地協も含めた労働組合の果たす役割は大きい。
6.　将来的な雇用・労働のあり方 ― 中長期的な課題として ―
　(１)　前提条件の整備
　　　①　企業まかせの福祉からの脱却
　　　　　これまでは企業が能力開発・人材育成を行い、住宅手当、家族手当などを福利厚生の一環として保障してきた。
　　　　　しかし、生活の全てを企業に依存するあり方はもはや困難である。男性正社員をモデルにした企業任せの生活保障システムからの転換を図り、教育（職業教育含む）、住宅、福祉など本来社会で責任を持つべき部分は社会で担うシステムに変えていくことが必要である。
　　　②　正規労働者の柔軟な働き方
　　　　　正規雇用は「期間の定めのない雇用」「強力な解雇規制」とひきかえに「転勤・長時間労働など多くのリスクと犠牲」を強いられている。しかし、この高い拘束性が、正規と非正規の格差を正当化してきたという面もあると思われる。
　　　　　不払い残業・長時間労働を是正していくことが最優先だが、多様なライフスタイルに合わせた雇用形態の選択を可能にするべきである（「職務限定正社員」「勤務地限定正社員」「短時間正社員」など）。これらの雇用形態間の柔軟な移動を可能にし、ライフステージに合わせて働き方を選択できるようにすることも重要である。これにより、雇用・家庭責任の両面において男女平等をはかっていくことが可能となる。
　　　③　非正規労働者の雇用の安定とキャリアアップ
　　　　　非正規労働者の抱える問題として、いつ雇い止めされるかわからず雇用が不安定なこと、スキル向上の機会がなく、結果として低賃金に据え置かれていることなどがあげられる。雇用の安定と職業能力形成の促進、正社員への転換等をはかる制度の構築が必要である。この際、次のような報告等が参考になる。
　　　　・連合総研は、「雇用ニューディール」研究委員会報告書（2009年10月）の中で、「期限の定めのない雇用」と「有期雇用」の間に、中間的な「準正規雇用」区分をつくり、不合理な解雇、雇い止めを防止することを提言している。
　　　　・厚生労働省は、学識経験者からなる「有期労働契約研究会」において、有期契約労働者に関する今後の施策の方向性を検討し、2010年9月に報告書を出した。報告書は、契約締結事由の規制、更新回数や利用可能期間に係るルール、雇止めに関するルール、有期契約労働者と正社員との均衡待遇及び正社員への転換等、幅広い論点について課題整理したものとなっている。この報告書を受け、今後、厚生労働省で、有期労働契約のルールの在り方について、検討が進められる。
　(２)　前提条件が整った上での検討
　　　①　ワークシェアリング【12】の検討
　　　　・2008年秋以降の景気悪化の際、経営側は正規労働者の雇用維持を重視し、操業日数減や労働時間短縮で雇用調整を行った。今回、緊急対応的に行われたこの雇用維持の方策は事実上のワークシェアリングといえる。
　　　　・しかし、その一方で多くの派遣労働者や期間従業員は雇い止めされたことも忘れてはならない。正規の雇用を守るだけではなく「非正規労働者を含めすべての労働者」の雇用を視野に入れたワークシェアリングを視野に入れるべきである。
　　　　・現在の日本では、人を新たに雇用するよりも、現にいる労働者を残業させたほうが人件費が安く上がる仕組みとなっている。不払い残業、長時間労働を是正し、労働者への過重な負担を減らすことが雇用を増やすことにもつながるのではないか。
　　　　・均衡・均等待遇と社会保障の確立を前提に、雇用形態の多様化に応じて労働側は労働時間短縮に見合った賃金を受け入れ、経営側は業務量とワーク・ライフ・バランスに見合った雇用を進めることが必要である。その際、少ないパイを労働者で分け合うという発想ではなく、企業の社会的責任を追求することも肝要である。
②　日本版フレキシキュリティの検討
　　　　・ＥＵ的な「フレキシキュリティ」の考え方とは「労働市場の弾力化による成長・略的産業への労働力の移動の促進」「それを可能にする解雇・離職に対する手厚い手当」「再教育・再訓練の強化・充実」をセットにした政策である。
　　　　・日本でも人材不足の介護分野において、資格の取得を支援し、人材の確保・育成をはかる制度が、国や自治体独自の取り組みとして広がっている。今後、専門資格・技能などの取得を支援することで人材が不足している産業への就労を促進する仕組みを幅広く検討する必要があるのではないか。
　　　　・さらに、産業構造の転換が進み、「環境」「医療」「福祉」を中心とした戦略産業へのスムーズな労働力の移動をはかる観点から、重層的なセーフティネットを前提としつつ、日本社会に適合する新たな雇用政策の検討が必要ではないかと考えられる。
２　「基礎教育および職業教育」のあり方

＜持続可能な社会における教育の位置＞

　・教育とは、一人ひとりの社会的な自立を保障するライフライン（生命線）であり、生涯にわたって学び続ける基礎となる教養を形づくるものである。教育が人を育み、よりよき新しい社会が形作られ、発展につながっていくのであり、教育こそ「持続可能な社会」の基盤とも言うべきものである。にもかかわらず、下記に示す通り、構造改革路線のもと、教育の分野においても格差が広がっていることに危機感を持つ必要がある。

1.　教育を取り巻く現状と課題

　(１)　子どもの貧困【13】と貧困が教育に及ぼす影響
　　　①　日本の子どもの貧困率はＯＥＣＤ加盟30ヵ国中12番目（2008 OECD 資料）という高さである（特にひとり親世帯における貧困率は54％（2009年厚生労働省「子どもがいる現役世帯の世帯員の相対的貧困率」）という高率で、先進国の中では最悪の水準。）。

　　　②　他の先進諸国では、税制や社会保障制度は所得再分配機能を持っているため、「所得再分配後に子どもの貧困率は大幅に低下する」が、日本では低所得者に対する所得移転が行われていないため、「社会保障自体が子どもの貧困を拡大している」という事象が起きている。

　　　③　これらの結果、家庭の所得格差が子どもの学力にまで影響し、貧困が世代間で連鎖するという指摘がある。

　(２)　削減されてきた教育への公的支出
　　　①　競争と成果を第一とした新自由主義による構造改革路線の下での教育政策は、公教育に市場原理を導入し、学校へ競争や効率性等を求め、教育論より財政論を優先させている。

　　　②　憲法26条のもと、重要な一端を担ってきたのが義務教育費国庫負担制度であるにもかかわらず、三位一体改革の影響で、国の負担が2分の1から3分の1へ変更された。これにより、日本の教育にかける公的支出はＯＥＣＤのなかで最下位である。

　　　③　「ライフラインとしての教育」であるとすれば、どのような地域の、どの学校で学ぼうとも一定水準以上の教育を受けられるようミニマム・スタンダード（最低基準）を設定するとともに、国・地方を合わせた教育に対する公費支出の数値目標をＧＤＰ比で先進諸国並みの5〜7％として、私費負担の軽減をはかる必要がある（日本は3.4％：2010 OECD 資料）。

　(３)　機会の不平等の拡大
　　　①　競争社会が及ぼす子どもへの影響（ストレス、ドロップアウト、引きこもり、いじめ）が深刻化している。「自己責任」論は機会の不平等を拡げる結果につながっている。

　　　②　中等教育（高校）・高等教育（大学）においては経済危機の影響はより大きく、高校生・大学生の内定取り消しや就職難、家計状況による大学中退が増えている。高等教育への公費支出についてもＧＤＰ比でＯＥＣＤの最低水準（私費負担の比率はＯＥＣＤのなかで高い方から二番目）な状況にある。

	

	　構造改革路線により教育にも市場原理が導入された結果、教育格差をもたらし、将来にわたる格差の固定化を招いている。

　教育のセーフティネットとしての機能を確保しながら「持続可能な社会」の基盤を確立するために、次に示す通り、「生きるための基礎教育」と「実践的・専門的応用教育」が求められる。

	


2.　「生きるための基礎教育」の必要性

　(１)　公教育および社会教育の充実・強化
　　　①　貧困のリスクが低学歴層の人々に偏在し、経済格差や文化格差、地域間格差が教育格差（学校間格差）にリンクしている現実があり、学ぶことへの関心や社会への希望を持つことにも大きな差が生じている。高校授業料の無償化を経て、高等学校の義務教育化をはかっていくこと等により、初等教育からの連続性と社会における自己実現の機会を拡げていく必要がある。

　　　②　現在、国の教育への政策的対応と財源の投入は十分とは言えず、それでは子どもの将来も地域社会の未来も期待できないことを認識し、「生きるための基礎教育」たる公教育に対するさらなる財政支出の拡大が必要である。

　　　③　受験学力に矮小化されない一人ひとりの「ゆたかな学び」を保障することが肝要である。

　　　④　教育を「知的公共財」「社会資本」として位置づけ、０歳からの社会保障と　しての教育（家庭や地域における教育）を考えるべきである。社会性の高いひとりの人間とその「学び」が社会の成長に寄与する。この場合、マイノリティの子どもや障害を持つ子どもも含めて、享受可能にする必要がある。

　(２)　セーフティネットとしての職業訓練
　　　①　失業してしまった場合、働きの場に戻るために、厚みのある教育（訓練）が必要である。個々の労働者に対して職業相談、職業訓練、職業紹介からなる一連のサービスを統合的かつ個別的に提供する体制を整備していかなくてはならない。

　　　②　職業訓練を考えていく上で、ア）職業訓練と雇用の関係を強化する、イ）制度を簡素化する、ウ）中小企業の被用者、低資格の被用者、資格を取得せずに学校教育を修了した若年者などを対象の中心に据える、などが肝要である。この場合、職場の実態に精通した労使が、協働して訓練のための法人等を設立することも検討に値する。

　　　③　非正規労働者や長期失業者などに対するパーソナルサポート（個別支援）サービス（内閣府／対象者を把握し、支援プログラムをコーディネートし、地域の就労先の開拓と就業支援を行うもの）などの取り組みが重要である。また、カウンセラーは地域事情などの知識と経験が求められるため、OB・OGなどの人材を活用する必要がある。その際、人材活用など労働組合として制度運用に貢献することも必要である。

　　　④　自治体においても、地域における新しいニーズの掘り起こし、再就職に結びつく能力開発を実施することも重要となる。

3.　産業構造の変化に応じた「実践的・専門的応用教育」の必要性

　(１)　知識集約型・ソフト産業への転換
　　　①　知識集約型・ソフト産業への産業構造への転換が進んでいる。教育・医療・福祉・環境などのサービス給付は、セーフティネットであると同時に次世代産業を創る前提条件でもある。積極的労働市場政策によって新しい知識産業の創出につなげることが重要である。

　(２)　技能をリニューアルする「実践的・専門的応用教育」の充実・強化
　　　①　日本においては、高等教育と実際の職業がうまく結び付いておらず、雇用支援サービスと職業訓練サービスが不十分との指摘がされている。産業構造の変化・労働市場の改革を支えるものとして、「実践的・専門的応用教育」としての職業教育（訓練）が重要である。

　　　②　学校教育、就職時の教育訓練やオン・ザ・ジョブ・トレーニングに加え、知識が高度化、複合化して流動化する社会であることを踏まえ、産業構造の変化に応じた学習を続けることで、自らの技能をリニューアルしていくための教育が必要である。

　　　③　教育訓練機関だけではなく行政や企業においても人材養成の社会的役割を引き受け、雇用と訓練を結合しながらプログラムを企画・促進する必要がある。

4.　 再チャレンジ可能な社会と複線型の教育の必要性

　　　①　持続可能な社会にむけ、「生きるための基礎教育」と「実践的・専門的応用教育」の複線型の教育政策（職業訓練を経て、実践的・専門的応用教育につなげていく取り組み）が必要である。

　　　②　産業や経済の変化に応じ、「学び」においても反復や継続が可能（再チャレンジ可能）なものにすべきである。義務教育を何回でも学べる環境（夜間中学などの拡張、補助）の再構築など学びというものを捉え直していくことが求められている。
　　　③　格差を是正し、安心と（再）挑戦を保障するゆたかな社会、貧困を生み出さない社会の構築のためには、教育が最も基本となるインフラであることを再認識し、２．３．に示したような政策の実現が重要である。
３　「社会保障制度」のあり方
＜社会保障を取り巻く現状 ― セーフティネットの綻びと危機的財政状況 ―＞ 
2010年度予算では、社会保障関係費がはじめて一般歳出の半分を超過した。少子・高齢化、人口減少社会にともなう社会支出が増大するなか、国の財政破綻か、社会保障・公共サービス・地方の切捨てか、の二者択一になりかねない状態となっている。
　この間の社会保障改革は、「構造改革」路線によって社会保障費の伸びを毎年2,200億円削減する政策を選択したため、将来不安と社会保障制度への不信、そして貧困と格差の拡大を創出してきた。
したがって、この悪循環を断ち切り、将来の社会保障全体のビジョンの確立とそれを支える安定財源の確保、持続可能で安心と信頼の社会保障制度を確立することが急務となっている。
＜社会保障改革プログラムのための３つの目標と７つの提言＞
1.　３つの改革目標
　(１)　「労働を中心とした豊かな福祉経済社会」の建設
　　①　すべての人に雇用の機会を保障し、貧困の解消と格差の是正を通じ、不安社会から将来の安心社会をめざす。
　　②　社会保障はコストではなく、新成長のための投資であり雇用機会であると位置づけ、積極的労働市場政策と積極的社会保障政策【14】の連携による安心の給付を実現する。
　　③　小福祉・小負担の現状から、ＯＥＣＤ先進国並みの福祉給付水準とそれを恒久的に支える安定財源を確保する。
　　④　新しい社会ビジョン「内需型の福祉経済社会」「持続可能な安心と信頼の社会保障」にむけた税財政改革を実施する。
　(２)　雇用・労働を柱とした税・社会保険システムとしての社会保障制度の再構築
　　①　自助・公助・共助のバランスの取れたすべての社会構成員・世代を対象とするユニバーサルな社会保障制度を確立する。
　　②　社会連帯を強化し、社会保険方式による公的国民皆年金・皆保険制度を堅持する。社会保険の空洞化を理由に、社会保険方式を否定したり、被用者・非被用者の区分を否定したりすることは本末転倒な議論である。国と当事者とによる自律的なシステムとしての社会保険制度を構築する。
　　③　人口減少・少子高齢・低成長社会における持続可能な制度設計のためには、現役世代が高齢者の生活を支える前提が見直しを迫られていることを踏まえ、給付と負担についても従来の制度の抜本的な見直しが不可欠である。
　　④　将来的には、社会保険制度全体を世帯単位から個人単位の制度へ転換することをめざす。
　　⑤　応能原則と総合課税【15】による社会保険料および所得・資産・相続・消費における公正・公平・効率的な税制を柱に強固な財政基盤を確立する。
　(３)　社会保障制度における当事者参加の推進
　　①　社会保障制度のあり方に関する意思決定について、合意と納得による当事者自治による保障制度へ改革する。
　　②　すべての世代と利害関係者を含むステークホルダー改革を実施し、給付の範囲や内容および負担、制度設計について自らで決定することをめざす。
2.　７つの改革提言
　(１)　社会保障と雇用保障・所得保障
　　①　すべての人に良質な雇用を保障することを通じて、生活の安定と将来の経済成長、税・社会保険料を通じた社会保障財源を安定確保する。
　　②　質の高い社会保障サービスを、良質な雇用機会および地域の経済成長産業として位置付け、積極的に育成していく。
　　③　生活保護制度について、「最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長する」目的を十分に果たすよう、最低所得保障の包括性と整合性を担保する役割を果たす制度改革を行う。
　(２)　年　金
　　①　年金制度の構造
　　　ア）個人単位の年金
　　　　　　公的年金の受給権を個人単位の制度とする。３号被保険者制度等を見直し、性に中立な年金権を確立するとともに就労形態による年金給付の較差を是正する。
　　　イ）二階建年金制度

現行年金制度の構造を引き継ぎ、基礎年金と職域年金による二階建年金制度とする。
　  ②　現行基礎年金制度の充実
ア）2009年国民年金法改正による基礎年金の2分の1国庫負担方式を堅持する。また、税財政の抜本的な改革を通して、そのための安定的なその財源を確保しつつ、基礎年金制度の充実を図る。

イ）生活保護水準を上回る基礎年金水準
　　　　基礎年金は定額支給とし、高齢者の生活保護水準を上回る給付水準とする。ただし、住宅扶助、医療扶助については別制度に委ねる。
　　③　被用者年金制度の改革
　　　ア）「暮らせる年金」の給付水準確保
　　　　　　被用者年金は、基礎年金の上に積み上げる二階部分年金とする。一階と二階をあわせた被用者世帯の年金額は、「ＩＬＯ128号条約・勧告131号【16】の水準を上回る給付水準」「高齢者世帯の標準的消費支出をみたす給付水準」を基準として、「暮らせる年金」を確保する。
　　　イ）すべての雇用労働者の被用者年金加入
　　　　被用者年金制度の財政は社会保険方式とし、労働者・事業主の保険料による財源で運営する。「すべての雇用労働者を被用者年金制度に強制加入」とし、労働者・事業主全員が年金財源を負担する。被用者年金についても、世代間の負担の均衡に留意した財政方式を検討する。
　　④　情報公開と労働者参加
　　　ア）年金の情報公開
　　　　年金制度の管理・運営状況、財政状況はつねに国民に公開する。
　　　イ）学校・社会教育における周知と意識付け

　　　　国民に公的年金制度の重要性や仕組みなどについて、周知と意識付けを図る。

ウ）制度への労働者参加
　　　　公的年金各制度とその財政の管理・運営における労働者（被保険者）参加を制度化し、政府・被保険者・事業主の三者構成による審議機関を設置する。
　　⑤　その他の重要課題
　　　ア）被用者年金の統合
　　　　雇用労働者の厚生年金の完全適用をはかった上で、国共済・地共済の財政単位の一元化の実施を踏まえ、関係者の合意と完全な情報公開のもとで、厚生年金と共済年金の一元化【17】を推進する。一元化の具体的な方法については検討が必要である。
　　　イ）基礎年金財源の確保
　　　　基礎年金制度の財源については、この間自治労が提言してきた「全額税負担方式」「現行消費税の抜本見直しによる年金目的税への再編」を含め、労使の保険料負担割合の改善および社会保障に関わる「給付と負担（消費税を含む税制改革）」を総合的に見直す中で検討する。
　(３)　医　療
①　「地域保険としての国民健康保険」と「統合した被用者保険」の２本立てとする。「完全一元化【18】」は保険財政、年齢構成の違い等から、被保険者・保険者の理解を得るのは難しく、時期尚早である。
②　被用者保険は原則すべての雇用労働者加入のため、労働時間(雇用期間)や年収などの適用要件を緩和し、加入拡大を目標にする。
③　後期高齢者医療制度は廃止し、社会保険に加入している高齢者本人とその扶養家族は職域保険に、その他の高齢者は国民健康保険に加入する。高齢者の負担軽減を図るため、公費投入を増額し、持続可能な保険制度に見直す。
④　皆保険制度堅持のため、市区町村国保を都道府県単位に広域化して、財政安定化を図る。

⑤　高額療養費制度・保険料算定基準の見直しによって、給付と負担に関する低所得者対策を強化する。

⑥　保険料を負担し、必要最小限の自己負担によりリスク分散をはかるという観点から、３割の自己負担は重すぎ、公的医療保険制度の解体につながりかねないため、患者の一部負担を見直しする。

⑦　小児・周産期・救急等の不採算医療やへき地医療における公立病院の役割、また地域の中核病院としての役割を明確化し、住民に信頼される病院づくりを進め、医療機能を強化する。
　(４)　介　護
　　①　被保険者・受給者の範囲について検討し、現行40歳からの被保険者について、すべての介護を必要とする保険制度に改編する。
　　②　サービス給付は基礎自治体とすることを維持しつつ、保険の財政的安定の観点からの保険者のあり方を見直しする。
　　③　被保険者代表等で構成される運営委員会制度（仮称）を導入し、保険料水準等の運営事項を決定する。
　(５)　子ども・子育て
　　①　現物給付を中心とした、一層の子育ての社会化を推進する。給付メニューの設定等については基礎自治体が自由に地域の実情に応じたサービス給付を設定できる地域の当事者の参加によるシステムをつくる。

　　②　制度や所管官庁が複雑に入り組んでいる現行の子育て支援システムを改革する。連合が提唱する「子ども・子育て基金（仮称）【19】」にも示された「当事者を含めたステークホルダーの参画」「子どもに関する給付を一元的に運営」「最低基準によるサービスの質の担保」等を制度設計にあたっての基本原則とする。
　　③　子育てにおける良質なサービスの確保を保証する観点から、多様な事業主の参入に対しては、運営費の使途制限等の明確なルールを設ける。また、公定価格制【20】かつ応能負担【21】及び応諾義務【22】の設定等をルール化する。子どもの貧困や児童虐待の深刻化等公的保育制度の必要性が高まっており、給付については現物給付方式とするとともに、基礎自治体の機能と役割の強化を図る。また、保育制度と幼稚園制度の存続を前提に、第三の幼児教育・保育類型を検討する。さらに、学童保育の制度・財源保障を強化する。
　　④　子育てサービスに関する経費は公費によることを基本に、事業主にも引き続き一定の拠出金を求める。
　(６)　医療・介護・福祉における人材確保
　　①　「いつでも・どこでも・だれでも安心して暮らせるまちづくり」とそのための質の高い現物サービス給付を確立するため、医療・介護・福祉従事者などの処遇改善等を通じた人材の確保と定着をはかる。
　(７)　社会保障・納税者番号制度【23】の導入
　　①　給付と負担の関係を抜本的に見直し、公正で公平な所得補足と正確な納付記録をはかるため、社会保障・税の共通番号制度を構築する。個人情報保護策の徹底と自己情報へのアクセス権の確立、十分な討議と国民合意の形成などを大前提としつつ、社会保障・納税者番号制度を導入し、所得の正確な把握と総合課税化を進め、公平な税制を確立する。
3.　持続可能な社会保障制度のための国民的議論の必要性
　　①　持続可能で安心と信頼の社会保障制度を確立することが急務であるため、社会保障制度は、「どのような社会をめざすのか」の根幹に関わるものであることを踏まえ、国民的な議論の場が必要である。社会保障制度のあり方と、給付と負担の関係を抜本的に検討するために、全政党・有識者等で構成する「社会保障制度改革臨時調査会」（仮称）を設置し議論を開始すべきである。
４　「地方分権」のあり方

＜地方自治・地方分権をめぐる情勢と経過＞

　①　財政赤字を背景とした「三位一体改革」、「平成の大合併」による市町村合併の急激な進展により、地域社会は大きく疲弊した。

　②　2009年８月の政権交代により、「地域主権」が政府の「１丁目１番地」の政策と位置づけられた。2010年６月の「地域主権戦略大綱【24】」では、「義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大」「基礎自治体への権限移譲」などに関する方向性が明らかとなった。

　③　「地域主権改革関連法案【25】」等は、2011年の通常国会以降の継続審議となっている。

　④　総務省「地方行財政検討会議」の報告を踏まえ、2011年の通常国会に「地方自治法改正案【26】」が提出される予定である。

＜地方自治・地方分権に関する自治労としての基本的な考え方＞

　①　「21世紀宣言」以来の自治労の地方分権等に関する考え方は、ア）市民自治の強化、イ）補完性の原理・基礎自治体の強化、ウ）協力原理に基づく分権の推進、エ）公共サービスの再生と拡充、を基本としている。

＜今後の地方分権のあり方＞

1.　市民自治の強化

　(１)　自治体の自由度の拡大（義務付け・枠付けの見直し、条例制定権の拡大）
　　　①　2000年の地方分権一括法施行後も、自治体が行う事務の執行方法を具体的に義務付ける法令の定めは増大した。

　　　　　このため、自治体の創意工夫による新規施策や各自治体の特性に応じた事務の執行方法をとることが妨げられ、行政の効率化にも支障を生じているという指摘がある。

②　国・地方の役割分担と責任の明確化、不必要な法令や通達などによる国の義務付け・関与の排除、条例制定権の拡大をめざすことが基本となる。

ただし、福祉・医療など生命や生活を維持し、人権保障に関わるものについては最低基準を維持するとともに、各自治体は、地域の特性に応じて、より高い水準のサービスをめざす必要がある。

　　　③　行政のあり方、サービスの水準について、市民・利用者・ＮＰＯ等が参加・自己決定するしくみを早急に実現する必要がある。

　　　　　また、基礎自治体の自由度の拡大は、議会改革、市民自治の拡大、市民の自己決定権・当事者主権の確立とともに進むことが必要である。

　(２)　市民参加の促進
　　　①　「補完性の原理【27】」「近接性の原理【28】」に基づき、地方自治体のさまざまな政策の決定・実施において市民参加を進めることが重要であり、市民自らが地域自治組織を積極的に構成し、地域自治の担い手として積極的に活動していくことが必要である。

　　　②　コミュニティレベルにおいて、「地域公共サービス市民会議（仮称）【29】」を設置し、公共サービスのあり方（質・量・改善政策など）に関する提言等を行うことが必要である。このため、「公共サービス基本条例【30】」を制定し、根拠づけることが求められる。

　(３)　地方議会の改革
　　　①　市民の意見反映・集約等を行う上で、現行の地方議会制度が、多様な層の幅広い市民の意見を的確に反映できているかとの指摘を踏まえ、市民自治の確立にあたって地方議会の果たす役割と責任の明確が必要である。
　　　②　地域における多様な民意をくみあげ、自治体の意思を決定する前提として地方議会の改革が必要であり、休日・夜間議会の開催、インターネットによる議会の中継、住民懇談会の実施、議会審議に民意を反映させるしくみなどを検討する必要がある。

　(４)　情報公開の推進
　　　①　行政が保有する情報を市民に公開し、透明度の高い行政を実現することが課題である。

　　　②　個人情報保護、プライバシー保護を前提としつつ、地域社会の活性化、市民参画、情報公開、市民サービスのツールとしてＩＣＴ技術の活用が必要となる。

2.　補完性の原理・基礎自治体の強化

　(１)　国と地方の役割について
　　　①　地方自治体が地方政府として自立するためには、事務と権限の分権化をさらに徹底し、抜本的な地方税財政制度改革が不可欠である。

　　　②　「人びとのニーズをいかに的確に充足し、いかに社会を安定させられるか」を効果的に実施する主体は、「身近なところにある政府」である。つまり、地方分権は効果的であり、結果的に効率性も高めることとなる。

　　　③　人びとの社会参加を実現するために、最も効果的な活動が期待されるのは、人びとに身近な基礎自治体であり、教育、次世代育成支援、介護などの公共サービスは、基礎自治体が大きな役割を担うことが期待される。そのため、「国－地方」関係について、下記を基本とすべきである。

　　　　ア）地方政府は、家族やコミュニティの共同作業や相互扶助を支援して、生活の「場」における参加保障のもと、現物給付（サービス）を供給する。

　　　　イ）中央政府は、基礎的な所得保障の分野において基礎自治体や都道府県を支え、所得再分配で地方を支える役割を果たす。

　　　　ウ）上記の考え方を基本に、「生活の『場』における市民参加に基礎づけられた地方政府」、「ミニマムを保障し、社会を最終的に統合する中央政府」に政府を再編することが必要である。

　　　④　地域の特性にあった地域振興をはかる役割も中央政府には向かないため、都道府県あるいは都道府県が広域的に連携し、大きな役割を発揮すべきである。

　　　⑤　国と地方の二重行政の問題については、職員と予算の無駄を生じ、事業の整合性を欠き、審査等に時間を要するなどの弊害をもたらしているとの指摘がある。そのため、国の出先機関の見直しも検討されるべきであり、国と自治体の役割分担や事務・権限のあり方について、十分な議論を行う必要がある。人員移管については、職員の雇用と生活の確保に万全を期すとともに、地方に必要な財源を保障すべきである。

　(２)　都道府県における自治体間連携の強化
　　　①　市町村を適切に補完し、国と市町村との中間・クッションとしての役割を果たす広域自治体として都道府県は必要である。

　　　②　交通基盤整備、環境規制、地域経済政策等、都道府県の区域を越える広域的行政課題については、都道府県の広域連携により施策の推進を行うべき。

　　　③　道州制【31】については、国からの押し付けであってはならず、十分な国民合意に基づく地域・自治体の自己決定権によることを前提とし、行財政面での影響や市民自治など、議論を深化させることが必要である。

　(３)　基礎自治体への権限移譲
　　　①　都道府県と市区町村の役割について、多くの分野で重複・混在が見られ、国の意向を受けた関与の結果、市区町村の主体的な施策推進を損ねているとの指摘がある。

　　　　　そのため、都道府県から市区町村への権限、財源の移譲を、両者の協議と合意を通じて段階的に進め、都道府県は、地域における広域的な事務や市区町村では担えない専門的な事務を担い、市区町村との協働で地域行政を完結することが必要である。

　　　②　福祉・教育などの住民に身近な行政については、高度な専門的知識や技術を先導的に導入する局面において、都道府県の役割は引き続き重要である。

　　　　　その上で、都道府県から市区町村への事務・権限の移譲とともに、市区町村が自立的に担っていくことができるよう専門的知識や技術を持った職員を育成する必要がある。

3.　地方税財政の改革

　(１)　改革の基本的視点
　　　①　景気後退による地方税収減と国の景気対策のつけ回しにより、地方財政は厳しい財政運営を迫られてきたが、国を上回る歳出削減努力に努めた結果、地方のプライマリーバランスは大幅に改善している。

　　　②　ただし三位一体改革や骨太方針により、地方財政は疲弊しており、さらなる歳出削減は住民サービスの切り下げとなり、住民の生活不安を増大させる。格差拡大に歯止めをかけ、地域のセーフティネットとして、自治体が役割を果たし、そのための公共サービスの確立をはかることが必要である。

　　　③　地方自治体が地方政府として自立するためには、事務と権限の分権化をさらに徹底するとともに、それに適合した抜本的な地方税財政制度改革が不可欠である。国・地方の協議の場において、地方財政計画の策定、地方交付税算定などを行い、地方財政に自治体意見を反映していくことが必要である。

　　　④　大都市と農山漁村との間で、さまざまな面での格差が拡大している。「豊かな自治」を実現するために、地域間の格差を拡大させず、どの地域も自立をめざせるように制度を設計し、地方全体も連帯する必要がある。

　　　⑤　国が地方に義務づけている事務事業の抜本的な見直し、市民のニーズに基づく事務事業の選択などの歳出の自治の確立、税財源配分の改革による地方税の充実強化、地方交付税による財源保障・財政調整機能の堅持などの歳入の自治の確立が必要である。

　(２)　歳入の自治
　　　①　国・地方の税源配分を５対５とし、国税から地方税への大幅な税源移譲を実現していく。同時に、国庫補助負担金の縮減・廃止を進め、地域偏在性の少ない所得税、地方消費税の充実により、さらなる税源移譲を進める。

　　　②　所得税の累進構造を見直し、高額所得者に対する適正な応能負担を求めるとともに、金融所得等を総合課税の枠に取り込み、課税ベースを拡大する。

　　　③　法人事業税の完全な外形標準課税化を一層推進する。

　　　④　必要に応じて地方税の税率見直しや新税の導入をはかる。

　　　⑤　地方交付税について、段階補正や態容補正などの補正は堅持する。国と地方の協議のもと、補正のあり方を決定するなど、交付税算定プロセスの透明化をはかる。

　　　⑥　自然災害等により重要性が高まっている特別交付税については、配分額算定内容の一層の透明化をはかる。

　　　⑦　地方債の共同発行機関を創設する。このため、行財政の情報公開の推進、適切な自治体公会計制度の整備などを検討する。

　(３)　歳出の自治
　　　①　国の地方に対する事務事業の義務付けについては、福祉・医療など生命や生活を維持し、人権保障などに関わるもの以外の不必要な関与・統制は縮小・廃止し、自治体の歳出の自治を強化する。

　　　②　公共事業評価について外部評価を導入するとともに、情報公開の徹底と議会の監視機能を高め、市民ニーズに沿った公共事業へ転換する。このため、地方議会の予算・決算統制、行政評価等の各種評価機能を高める必要がある。

　　　③　国と地方の協議のもとで公共事業計画を策定する。

　　　④　国の直轄事業について、大幅に縮小・地方へ移管し、直轄事業地方負担金は速やかに廃止する。

　　　⑤　公共事業について、時のアセスメント【32】（一定期間後の改廃）、サンセット方式【33】（終期設定）とペイ・アズ・ユー・ゴー政策【34】（代替財源を確保のうえ、新たな事業を実施する）を原則とし、無駄な事業をできる限り圧縮する。

4.　地域社会を支える公共サービスの再生と拡充

　(１)　公共サービスの向上
　　　①　急速な少子・高齢化の進行などで、地域力が衰退するなか、自治体には、地域内で助け合い生活するしくみの構築が必要となる。

　　　②　財源に限りがあるなかで、新規事業を実施しようとすれば、自治体では「既存のサービスを外部化し財源を生み出す」結果になっている。安易な「市民と行政との協働」論に走ることなく、地域内にある多様な市民活動や社会的企業を行政が関与し、ネットワーク化することが必要となる。

　　　③　公共サービス向上の施策として、行政評価制度の導入が求められる。条例化を含む制度化を行うこと、評価結果を市民に公開すること、「市民評価委員会」など市民参加の仕組みをつくることが必要となる。

　　　④　公共サービス基本法の理念を活かし、ア）必要充足性の原則、イ）市民参加および近接決定の原則、ウ）協働実施の原則、エ）公共の規律の順守の原則、オ）公開・透明性の原則、カ）ディーセントワーク【35】の原則を具体化すべきである。

　(２)　「新しい公共【36】」について
　　　①　持続可能な社会の課題に取り組むためには、基礎自治体において、地域の個性に応じて、多様な担い手・主体による新しい公共空間を創出することが必要となる。政府や市場に対し、市民活動は、「先導的な役割」を担うことや、「不断にチェックする」機能を果たす役割も期待される。

　　　②　「新しい公共」は、「公の概念を拡張し、市民や民間組織と行政が協働して運営していくもの」と定義されている（2010年６月・政府の「『新しい公共』宣言」）。

　　　③　「新しい公共」を創出するには、行政が責任を果たすということを前提に、ア）政府に対する市民の信頼の獲得、イ）地域における行政のコーディネート機能を重視する、ウ）活動主体をエンパワーメントする（力をつける）、エ）「新しい公共」における役割分担を議論し考える、オ）ＮＰＯ、行政、企業などが協力しあうパートナーシップを生み出す、という５つの視点が必要となる。

　　　　　その際、労働組合が持っている力、資源をＮＰＯ等と結びつけ、パートナーシップを形成することも、「新しい公共」の基盤の一つとなる。

　　　④　この間、コスト削減のみを目的とする事務事業のアウトソーシングが行われ、行政の責任放棄を招くとともに、そこで働く労働者の劣悪な処遇と不安定雇用を生じさせてきた例が多いことを総括する必要がある。「新しい公共」は、新自由主義的な発想によるものであってはならず、行政が公共サービスの質についてチェック機能を果たすことが重要となる。

　　　⑤　ＮＰＯ等が自立できるための支援＝寄付税制、ＮＰＯ税制などの法改正による資金調達能力を高め、その上で、ＮＰＯとの協働が必要となる。

　(３)　民間委託等の課題について
　　　①　行政の事務事業の委託においては、コスト削減だけを目的とすることなく、公的責任の確保と質の高い公共サービスの実現へとつながるものとなることが必要であり、利用者の評価も含めて多面的な検討が前提となる。

　　　②　指定管理者制度については、現状の制度運営が経費の削減に偏重し、サービスの低下や低賃金労働者を生み出している。このため、住民サービスの向上とそこで働く労働者の安定雇用と適切な労働条件の確保のために抜本的な改革が必要である。
　　　③　委託業者の選定は、総合評価とし、労働基準法など法令違反のある事業者は入札参加資格審査で排除し、最低制限価格制度【37】・低入札価格調査制度【38】を活用すべきである。

　　　④　ＩＬＯ94号条約【39】（公契約における労働条項）を批准し、自治体公契約条例の制定を行うこと、委託職場など公共民間職場における公正労働基準の遵守等が必要である。

５　「給付と負担」のあり方
＜国・地方の財政状況＞
　①　少子・高齢社会の進行等による社会保障関連給付費やサービスの拡大により社会保障給付費の見通しは、毎年１～２兆円の伸びで増加する一方、人口減少社会により現役負担世代は縮小する局面にある。
　②　デフレ経済による経済の縮小、税収の減少も進み、2009年度から税収が公債発行額を下回る異常事態となっている。
　③　財政赤字を含む潜在的国民負担率は48％に上り、ＯＥＣＤ諸国と比較し、財政赤字に限っては格段に高い状況にある。日本は総支出比に対する租税収入をみると税収の少ない「小さな政府」である。その意味で国債依存度が極めて高く、今後の財政の持続可能性について懸念がある。
　④　ギリシャ等の財政破綻とその後の公共サービスの削減、行政リストラ、負担増を「他山の石」として捉える必要がある。
　⑤　財政規律の回復については、単なる収支バランスにおける赤字の解消ではなく、将来不安を解消し、市民生活を守る安心と信頼の公共サービスの拡充とそれを支える強固な財政・経済にすることが必要である。
＜安心と信頼の社会保障および公共サービスの拡充とそれを支える財源＞
1.　給付についての基本的考え方
　①　すべての人に安心と信頼の社会保障と、質の高い公共サービスの給付を保障する。
　②　社会保障をはじめ、公共サービスを給付し市民ニーズを受け止めることは地方自治体の基本的な役割としてあることから、自治体の機能と役割を強化・再構築する。
　③　公共サービスの給付の範囲および質と量については、当事者の納得と合意による参加民主主義を確立する。
2.　負担（財源）についての基本的考え方
　①　安心と連帯を基礎とした社会をめざすために、それを支える公共サービスと人材確保について質と量の面で強い財政基盤を確立する。
　　　その際には、公共サービスがコスト・負担からのみ認識されるのではなく、それ自体自立的で持続可能な雇用と財源基盤の受け皿となる福祉経済システムとして確立する。
　②　応能原則に基づく税と社会保険料、自己負担の組み合わせによる公正・公平・透明な財政民主主義を確立するとともに、所得再分配機能を強化する。
　③　社会構造の変化に対応した所得・資産・消費に対し、個人・法人ともに、現役・高齢者に対するバランスの取れた税負担体系とする。
　　　今後の社会保障を中心とする公共サービスの維持・拡充のために増税や社会保険料などの国民負担率の上昇は避けられないが、「増税イコール消費税」との論議は問題があり、「消費税は安定的かつ有力な税財源の一つではあるがそれだけではない」ということを再確認する。
3.　税財政改革のあり方
(１)　歳入の見直し
①　現在および将来の社会保障を中心とした公共サービスの必要な拡充をはかるためには税財政構造の見直しのもとでの税負担の増加は避けられないことから、所得・資産・消費・相続への課税によって税収増加対策をはかる。
　　その際、「能力に応じた税負担」の原則を基本に、総合課税の強化および累進税率の引き上げを行う。
②　各種減税の見直し（株式譲渡益課税【40】と配当課税【41】の回復、所得税・住民税の累進税率の回復、相続税率の回復）によって、課税ベースを拡大し、税収を確保する。
ア）法人税
●　国際的な引き下げ競争から抜け出す方策を今後も各国が国際協調のもと模索することこそ必要である。
　法人税の減税を行うのであれば、租税特別措置【42】などあらゆる優遇税制措置を抜本的に見直し、課税ベースの拡大を含めた税源の確保が図られなければならない。同時に、減税によってもたらされる余剰は、着実に雇用や設備投資に分配されるべきであり、減税が企業の内部留保や株主配当に回わさないことが条件である。
イ）租税特別措置
●　租税特別措置の実態および効果について、納税者の視点で透明化がはかられる必要がある。
　各種優遇税制、租税特別措置にメスを入れ、税制が本来の所得再分配機能をとりもどす方向での改革を実施する。
ウ）所得税
●　日本の現行所得税の所得控除制度は、結果として、高所得者に有利な制度となっている。
　所得再分配機能も低下していることから、各種控除制度を見直し、課税ベースの拡大をはかるとともに、その上で、所得税の最高税率の引き上げを実施する。その際、現在の所得控除制度を税額控除に転換することで、低所得者に対して給付が発生する＝給付付き税額控除【43】を導入する。このことによって、逆進性の解消をめざす。
エ）その他の国税
●　100人に４人しか負担していない相続税の現状を踏まえ基礎控除、優遇措置の大半を廃止する。
●　証券優遇税制【44】について、欧米と比べても低すぎることから、廃止し、税率を少なくとも法定の20％に回復する。
●　欧州各国の取り組みを参考にしつつ、地球温暖化対策の観点から、環境保全やグリーンニューディール産業の財源にむけ、環境税の導入をはかる。
オ）消費税
●　あくまでも「総合的な税財政制度の改革」の中で、各種税制の見直しと一体のものとして、現役世代と高齢者との均衡の観点と税収の安定性から、国民の納得を前提に、公共サービスの拡充に確実に担保される消費税引き上げを検討する。
　検討に当たっては、「食料品などの生活必需品の非課税化とインボイス方式【45】の導入」「低所得者むけ対策として『給付付き税額控除』の導入」「地方消費税分の引き上げ」等を実施する。
(２)　歳出の見直し
①　大型公共事業などの歳出の抜本的見直しと透明化
●　「ビルドからメンテナンスへ」の考え方のもと、不要不急の事業の中止・延期を行うとともに、耐震工事など予防保全型公共事業への転換をはかる。
●　国の予算編成過程を透明化するとともに、特別会計を含む各種国庫支出を国民に分かりやすいものにするとともに、国費が投入されている各種法人の事業運営の不断の検証、無駄の除去などが引き続き行われるべきである。
②　行政改革について
●　財政悪化のもと、社会保障を中心とする公共サービスの再生と強化のためには、財源の確保のための抜本的な財政の立て直しが必要となる。各種税制度の見直し（＝税収増）を行うのであれば、その一方での歳出削減努力が政府に求められることは当然である。
●　政府が歳出の見直しをはかることが必要となるが、歳出の一つとして、「人件費」が存在することから、これもまた俎上にのぼることは避けられない。
●　ただし「総額人件費の見直し」については、以下の点が必ず考慮されるべきである。
ア）地方分権（地域主権）との整合性
「国－地方の事務事業のあり方の見直し」があわせて議論される必要がある。「地方の出先機関を同種の地方の機関に統合するが、それにかかる費用（人件費含む）はすべて地方が賄う」というようなことはあってはならない。
イ）職員の納得感の確保（対等な労使関係の制度措置）
公務員においては、労使対等の「協議・交渉の場」が存在していないため、公務における労使関係改革（労働基本権の付与・回復）を前提として議論されるべきである。
ウ）地方における行政改革の検証
地方における総人件費の扱いについては、下記のような事実を必要十分に踏まえる必要がある。
●　地方では、すでに何らかの形で「賃金カット」を行っている自治体は６割を超え、現在、少なくとも単年度収支では地方全体の財政は国と異なり黒字であることを確認すること。
●　この間、公共サービスの現場では、人員削減と、劣悪な労働条件の民間事業者への委託が進行しており、さらなる「機械的な人員削減」は、サービスの縮小を生み、それは、そのまま地域住民の負担として跳ね返ることを認識すること。
　　Ⅲ　公共サービス労働組合の役割

1.　基本的な認識

　①　自治体とは、「雇用・労働」「教育」「社会保障」など、ここまで示してきた政策の具体策を、地域社会において直接または間接に実施するための機関である。つまり、自治体職員は政策の具体的な実践者であり、その置かれた立場から、住民のニーズと政策のあり方をコーディネートする役割も負っていることになる。

　②　今後、「国－地方の関係」や「税財政制度」、あるいは「自治体のあり方」について、抜本的な見直しが進むことが確実な情勢にある。つまり、自治体職員のあり方・働き方も大きく変わっていく可能性が高いと認識する必要がある。

　③　そのため、自治労と各単組は、自治体職員・公共サービス労働者を組織する労働組合として、これらの動きに対して、積極的な関与と現場からの改革提言をしていく必要がある。

2.　これまでの自治労の取り組み成果

　(１)　各現場段階での取り組み実践

これまで、自治労と各単組は、各現場段階で、例えば次のような取り組みを実践してきた。
　　　①　「自治研活動」＝財政危機のもとの、55年の地財再建特措法を機に、57年より開始された。61年からは、「地方自治を住民の手に」をスローガンとし、各単組段階で「職場自治研」活動が広がりと定着を見せた。

　　　②　「地域生活圏闘争」＝72年から始まった「住民の健康と福祉を守るたたかい（健福闘争）」を発展させ、行政改革が国の一大テーマになった82年から取り組まれた。「国民のための公平で民主的な行政改革」を掲げ、保健医療・社会福祉を中心課題として取り組まれ、のちには、「地域活性化」や「高齢社会対策」等がメインの課題となっていった。

　　　③　「地域福祉春闘」＝95春闘を皮切りに、「地方分権の内実をつくる運動」として取り組まれた。連合・市民団体・障害者団体などとともに、高齢者・子ども・障害者とともに生きるまちづくり、地域保健・医療・福祉の改革運動を推進することを提起した。

　　　④　「自治体改革運動」＝これらの取り組みを集大成したものとして取り組まれた。98年、「参加・提言・改革」の理念に基づき、「組合員一人ひとりの仕事への意欲を活かし現場労働を重視する立場から、行政の実態を点検し、具体的な行政改善・職場改善をはかること」を目標とした。これは現在の「質の高い公共サービス」運動へと継承されている。

　(２)　さまざまな制度政策提言・政策決定への関与

一方、自治労は、特に「連立の時代」に入った90年代以降、中央政府に対しても、様々な改革提言を行い、政策形成にも参加してきた。

　　　①　地方分権改革の推進
95年に成立（自社さ政権）した地方分権推進法のもと、連合と連携し、地方分　権推進委員会・行政改革委員会・地方制度調査会等への委員の参加、分権推進委員会への事務局員の派遣などを進めた。また、各種フォーラムの開催、自治労独自の「地方自治基本法案【46】」の策定、政府（省庁・政党）に対する要請と連続した協議などを強力に推進した。

　　　②　介護保険制度の創設

介護保険創設に向けた96年の連立与党の政策合意～97年介護保険法の成立～2000年の制度施行に対して、「分権自治型福祉制度」を理念に、連合と連携し、制度創設推進の立場で尽力した。よりよい制度・運用にむけ、頻繁な省庁交渉や、広範な市民（団体）と連携した大衆集会などを開催した。

3.　今後の役割と取り組みの基本

上記１．のような状況・情勢を認識し、また２．のような、これまでの取り組みを踏まえれば、自治労と各単組は、引き続き次のような方向で取り組みを推進していく必要がある。
　(１)　政府・自治体における制度政策決定への積極的関与
　　　①　民主党を中心とした政権与党であることを最大限に活かし、まず協力国会議員団とより一層の連携強化を図る必要がある。また、それにとどまらず、幅広い議員との連携・意見交換を活発化し、重層的に政策実現をめざすことが重要である。

　　　②　現政権が、「第一の道（構造改革路線）」と「第二の道（かつての政官財癒着のバラマキ路線）」を厳しく批判し、「第三の道（強い経済、強い財政、強い社会保障）」を掲げていることについて、それが自治労の「21世紀宣言」やこの間の運動方針の考え方と方向性において一致していることを確認しつつ、その具体化にあたって、積極的な政策提言を推進することが必要である。

　　　③　地方分権あるいは地域主権の流れは今後も（いずれの政権であっても）着実に進んでいくことを認識しつつ、それを踏まえた各自治体における具体的政策のあり方について、協力議員等と連携しながら、自治体議会に積極的な働きかけを行うことが重要である。

　(２)　「現場力」を活かした地域における具体的取り組み
　　　①　この間の取り組み総括から、「課題や問題点は現場に存在し、住民ニーズに基づくその具体的解決策・改善提案もまた現場に存在する」ということを再認識し、自治研活動をはじめ現場組合員の取り組み実践を再度活発化させ、豊かな公共サービスを実現していくことが求められる。

　　　②　現在提案されている、補助金の一括交付金化、「義務付け・枠づけ」の見直しのもと、各自治体において、最低基準に基づくサービスを保障しながらも、地域固有の状況を踏まえた豊かなサービスを確保することが必要である。また、国の指導を仰ぐのではなく、自治体レベルでの職員の政策法務能力の向上を図り、自ら条例制定をしていくことが急務である。

　　　③　公共サービス基本法の成立を受け、公共サービス基本条例や公契約条例制定の取り組みを推進し、地域において、さらに具体的に「質の高い公共サービス」を実現していくことが重要である。

④　また、これらの一方で、公共サービスの民営化・委託化、人員削減が進むなか、労働組合として、正規－非正規、公－民を問わない、すべての公共サービス労働者の処遇改善と雇用の安定をはかることは、当然の任務である。

⑤　自治体の施策、公務員のあり方に対する住民の関心が高まっていることを認識し、「住民の理解と協力なくして運動の前進はない」との認識のもと、公共サービス労働者の処遇改善を含めて、市民との協働を自覚的に推進していくことが重要な課題となっている。

用　 語 　解 　説
Ⅰ　総論 

【１】ケインズ主義

　イギリスの経済学者ジョン・メイナード・ケインズの思想を基本とした経済学の理論。ケインズ主義によれば、市場は基本的に不安定なものであり、自己調整機能をもたないため、持続的な経済成長のためには、政府が金融財政政策を通じて有効需要を創り出す必要があるとされる。具体的には、政府が金融援和や公共事業等を推進し、需要を喚起する政策である。これにより、生産性向上→経済成長→労働力需要→完全雇用の実現をめざす。第二次大戦後の先進資本主義諸国においては、手法や政府の介入程度に開きはあるが、このような政府による市場介入が共通の合意として採用された。

　ケインズ主義は、20世紀に登場した、全市民に最低限の生活保障を提供する「福祉国家」と結びつき、その発展を支えることとなった。

【２】トリクルダウン理論

　トリクルダウン理論とは、「企業や富裕層の経済活動を活性化させることによって、富が低所得層に向かって滴り落ち（trickle down）、国民全体の利益となる」という経済理論である。

政府資金を公共事業や福祉などで国民（特に低所得層）に直接配分するケインズ主義あるいは福祉国家の考え方に反対するものであり、サプライサイド（供給者側に立った）経済学の代表的な主張の一つである。日本においても、竹中平蔵氏などにより、所得税の最高税率を引き下げなどの際に盛んに用いられた。

【３】構造調整プログラム

　構造調整プログラムとは、対外債務の返済に支障をきたした国に対して世銀・IMFが、融資の条件として提案した政策パッケージのことである（主な内容は本文に示した通り）。1980年代の初めにアフリカやラテンアメリカ諸国において累積債務問題が深刻になってきたときから本格的に採用された。ＰＳＩほか国際労働運動は、構造調整プログラムについて、「最も力のない、政治から除外されている人々に悪影響を与え、腐敗した富裕層が経済を搾取し続けることを許容するのが普通である」と厳しく批判した。

【４】規制緩和推進計画

　規制緩和は、新自由主義が国際的に主流になった80年代以降、先進諸国において経済不況の打開策として採用された政策である。日本では行政改革の柱の一つとして位置づけられてきたが、アメリカによる対日圧力（日米間の貿易摩擦からくる市場開放要求）を追い風に規制緩和策が急進展した。

95年の村山内閣において初めて、規制緩和のための最初のアクションプログラムである「規制緩和推進計画（当初５カ年、のちに３カ年に変更）」が閣議決定され、以降、政府は、規制緩和（改革）の推進のための３か年計画を３年ごとに閣議決定し、各年においてそれを改定する形で規制改革の推進を図るようになった。また、計画期間に合わせる形で第三者機関も設置されるようになった。

【５】グリーンニューディール

　オバマ米大統領が提唱する地球温暖化対策と景気刺激を両立させる「グリーンニューディール」構想の日本版。省エネ技術や製品の開発・普及への投資を促進し、二酸化炭素排出量の抑制とともに環境関連産業の振興を通じた雇用創出をはかる。

【６】積極的労働市場政策

　一般に、失業者に一方的に失業給付するなど受動的な対応にとどまる「消極的労働市場政策」に対し、①職業訓練や職業紹介などを通じて、失業者自身に積極的に職探しをさせる、②斜陽産業から溢れた失業者に新たな職業訓練を行うことで、別の産業への転職を促す、③長期失業者を雇用した企業に対する補助金、④民間事業所にインターシップ等の制度を導入させ失業者の雇用を促す、といった、労働の需給ギャップを埋めていこうとする施策を積極的労働市場政策と呼ぶ。スウェーデンを始めとする北欧諸国がモデルとされる。

【７】フレキシキュリティ

　柔軟性を意味するフレキシビリティ（flexibility）と、安全性を意味するセキュリティ（security）を組み合わせた造語で、相反する「雇用の弾力化」と「社会保障」を両立する政策。柔軟な労働市場を整備して成長産業に労働力の移動をしやすくし、手厚い失業給付と充実した職業訓練プログラムで労働者の生活を守る政策で、特にオランダやデンマークで進められている。

Ⅱ　各論

１．「雇用・労働」のあり方
【８】新時代の『日本的経営』

　1995年に当時の日経連が発表した報告書。労働者を「長期蓄積能力活用型」と、必ずしも長期雇用を前提としない「高度専門能力活用型」、「雇用柔軟型」の三つのタイプに分け、従来の長期雇用を行う正規の社員は少数の「長期蓄積能力活用型」に限る一方、派遣やパートなど柔軟な非正規社員を拡大するという方向を打ち出した。

【９】ジョブ・カード制度

正社員経験が少ないものが正社員となることをめざし、職務経歴、学習歴・訓練歴、免許・取得資格等、また職業訓練後の評価結果などを「ジョブ・カード」に取りまとめ、就職活動やキャリア形成に活用する制度。
【10】就労・自立支援プログラム

就労による経済的な自立と地域社会の一員としての生活的な自立のための、育児・介護などの家庭的な支援、住居などの生活基盤支援、就労に必要な基本的な教育訓練、職業訓練、技術習得などを、個々の状況に応じて体系的に実施する支援計画。
【11】地域雇用戦略会議

　政府の緊急雇用対策本部内に設置された「緊急雇用創造チーム」は2009年11月、地域レベルで介護や農林分野などの雇用創出を推進する「地域雇用戦略会議（仮称）」の設置を、全都道府県に働きかけることを決めた。同会議は自治体や民間非営利団体（ＮＰＯ）、労働界や産業界などが参加し、地域の実情に応じた雇用対策を実施する母体となることを想定している。

【12】ワークシェアリング

　ワークシェアリングとは雇用の分かち合いを意味し、時短によって仕事の機会を増やすのが典型的な方法である。

　82年末以降推進されたオランダでは、短時間雇用を生み出す「雇用創出型」が基本で、パートタイム労働者を中心に、サービス分野で雇用が増加した。

　2002年、2009年に日本で行われたのは「緊急避難型」と呼ばれ、経営状況が悪化して正社員を解雇せざるを得ないときに、全体の労働時間を減らして、雇用を維持するというもの。「緊急避難型」は不況下で正社員の雇用を守る一時的な対策であり、非正規社員は「シェア」の対象となっていない。

　今回提案しているのは、「多様就業型」であり、働き方の改革を通して、すべての労働者を対象にワーク・ライフ・バランスの実現と雇用機会の創出を狙うものである。

２．「基礎教育および職業教育」のあり方

【13】子どもの貧困

　日本の子どもの相対的貧困率はいまや14.7％になっている。貧困家庭に育つ子どもたちが、健康、教育、将来の希望の深刻な格差に直面している現実をさす。先進国では、税や社会保険、児童手当等により貧困を改善しているが、日本の子持ち低所得者層では社会保障等による再分配後に貧困が悪化しており、「子どもの貧困」の解消と「貧困の連鎖」を断つ社会的システムへの改革が喫緊の課題となっている。

３．「社会保障制度」のあり方

【14】積極的社会保障政策

救貧的な消極的社会保障政策から、負担増をしても、社会保障政策の充実によって、内需主導型の経済成長と雇用創出、社会的排除の除去をめざすことにより持続可能な社会を構築するというもの。高齢者福祉・子育て・生活支援関係の支出を大幅に増やし、労働と社会保障・生活維持の諸施策との連携を積極的に図ることにある。

【15】応能原則と総合課税

応能原則とは、納税義務者の経済的能力に相応した課税がなされるべきであるとする租税原則。所得や資産が多い者ほど、負担率はより大きくなるべきという所得再分配機能の重視や累進課税の仕組みもこの考え方を実現する。

総合課税とは、所得（勤労、資産、配当等）全体をまとめて計算して課税する方法のこと。１年間の所得を全部まとめて一定の税率で課税することから、累進課税方式をとっている我が国では、所得が多くなればなるほど税額も大きくなる。

【16】ILO128号条約・勧告131号

1967年のILO第51回総会で採択された「障害、老齢及び遺族給付条約」｡最低基準を定めた102号条約に対し、128号条約は先進国に対しより高い給付水準の達成を求めた｡

勧告131号は128条約を補足する勧告。

【17】厚生年金と共済年金の一元化

サラリーマンの厚生年金と、公務員の共済年金を統合して一元化すること。政府は2007年4月に年金一元化法案を決め、国会に提出。法案は07年の通常国会では審議されずにその後廃案に。民主党は厚生、共済だけでなく、自営業者の国民年金も併せて統合、一元化するべきだと主張している。

【18】医療保険の完全一元化

民主党は各医療保険制度を順次統合し、将来は一元的な地域保険を創設する構想を打ち出している。しかし、現行制度を解体再編して，巨大な単一の保険組合をつくりあげるのは、当面現実的ではないとの意見も強い。

高齢者医療制度改革会議においても、完全一元化案が出たが、職域保険と地域保険の２本立てとなった。

【19】子ども・子育て基金（仮称）

連合が提唱し、だれもが働きながら、安心して子どもを産み育てられる社会をつくるため、総合的かつ持続可能な次世代育成支援制度の確立に向けて、「子育て基金（仮称）」を創設するもの。

育休給付、出産手当、児童手当、保育所運営費などの財源を、「子育て基金（仮称）」という組織に統合し、一体的な給付・サービスの提供をはかるというもの。

【20】公定価格

政府が経済統制を目的として，または国営事業による専売物品等につき決定する価格を公定価格という。社会保障サービス関係については、完全に市場経済を前提として社会保障サービスを提供した場合、健康保障や医療保障などを全ての国民に供給できないことが想定されることから、政府が社会保障サービスの分配を管理する必要がある。そのことから、医療保険、認可保育所、介護保険などに公定価格が導入されている。

【21】応能負担

応能負担とは、能力に応じて負担し、ニーズに応じて給付することを言う。2008年6月の社会保障国民会議においては、「連帯の仕組みである社会保障制度にあっては、給付はニーズに応じて行われ、他方で負担は経済的能力に応じて行われるのが原則である」としている。

【22】応諾義務

応諾義務とは、社会福祉施設などへの入所に対して施設側が正当な理由なく拒んではならないことを指す。具体的には、障害児や家庭に様々な課題を抱えている子どもなどが排除されないよう義務化することをいう。しかし、行政の関与が薄くなれば、応諾義務は実効性が薄くなる危険性がある。

【23】社会保障・納税者番号制度

国は「社会保障・税に関わる番号制度に関する検討会」で、社会保障制度と税制を一体化し、真に手を差し伸べるべき人に対する社会保障を充実させるとともに、社会保障制度の効率化を進め、所得税の公正性を担保するために、正しい所得把握体制の環境整備のため、社会保障・税共通の番号制度の導入を進めるとしている。

４．「地方分権」のあり方

【24】地域主権戦略大綱

政府が2009年11月に設置した「地域主権戦略会議」が取りまとめた。「地域主権改革」を総合的にかつ計画的に推進するため、必要な法制上の措置などを定めたほか、今後2年から3年をみすえた取り組み方針を示した。

【25】地域主権改革関連法案

下記の3本の法案をさす。

①「地域主権改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律案」（国が法令で自治体の仕事を縛る「義務付け・枠付け」を見直すもの。

②「国と地方の協議の場に関する法律案」（地方に影響を及ぼす国の政策について閣僚と自治体側が政策の企画、立案段階から国と地方が話し合うことで地域主権の推進を図る）。

③「地方自治法の一部を改正する法律案」（地方議会の議員定数上限撤廃などを盛り込んだ改正案）。

【26】地方自治法改正

総務大臣をトップとし、政府関係者、地方公共団体関係者、有識者をメンバーとする「地方行財政検討会議」で検討されている。自治体の基本構造や住民参加のあり方、財務会計制度の見直しなどを含めた地方自治法の見直しを想定している。

【27】補完性の原理

決定や自治などをできるかぎり小さい単位でおこない、できないことのみをより大きな単位の団体で補完していくという概念。1985年に採択されたヨーロッパ地方自治憲章第４条第３項において「公的な責務は、一般に、市民に最も身近な地方自治体が優先的に履行する。」とその理念が明記されたことから、地方分権のキーワードとされている。

【28】近接性の原理

住民にもっとも身近な行政主体に事務を配分すべきとの考え方。広域自治体と基礎自治体の役割分担において、基礎自治体に事務事業を優先的に配分すること。

【29】地域公共サービス市民会議

公共サービス基本条例（案）において、提起されている。地域の公共サービスの質量、施策などについて検討するため、学識者や公共サービスの実施者、市民などで構成する会議。

【30】公共サービス基本条例

公共サービス基本法が制定されたことを踏まえ、各自治体で公共サービスの基盤整備や質の向上をめざすための基本条例。公務労協が中心となって提唱している。

【31】道州制

2000年以降に地方分権推進の動きと並行し、道州制が主張されるようになった。政府維持コストの面から都道府県制度が重荷であること、都道府県の区域を越える行政課題（災害、介護、医療、産業政策など）にこたえる必要性、中央集権型国家による官僚制の弊害から脱却し地方分権化を図る、などが推進サイドの主張として挙げられる。

2004年には自民党道州制調査会が設置され、3次にわたる提言を行った。日本経団連も提言を行うなど政財界からの道州制導入の機運が高まるなか、2007年に政府は道州制ビジョン懇談会を設置して検討を進めた。また、地方サイドからも「関西州構想」や「九州府構想」が打ち出された。

しかし、2009年の民主党中心の連立政権誕生後は、政府の懇談会の活動は停止。2010年6月の政府の「地域主権大綱」では、「地域の自主的な判断を尊重しながら、いわゆる『道州制』についての検討も射程に入れていく」と、地域の自主的判断を尊重することが示された。

【32】時のアセスメント

予算化されたにもかかわらず長期間着工されない事業などについて中止も含めて再評価する制度で、旧建設省が98年度から導入している。

【33】サンセット方式

事業や補助金、法律などにあらかじめ期限を設け、期限が来たら自動的に廃止する仕組み。期限後に続ける場合は、継続する理由を改めて示す必要がある。アメリカでは国や多くの州が採用し、日本でも導入する地方自治体が増えている。

【34】ペイ・アズ・ユー・ゴー政策

国家予算の策定などで、新規の支出や減税などを行う際に財源確保を義務づけ、収支のバランスを取ること。

【35】ディーセント・ワーク

1999年に国際労働機関（ILO）総会において21世紀のILOの目標として提案された。人間らしい生活を継続的に営める人間らしい労働条件のこと。労働時間、賃金、休日の日数、労働の内容、などが人間の尊厳と健康を損なうものでなく、人間らしい生活を持続的に営めることが求められる。さらに、結社の自由・団体交渉権・失業保険・十分な雇用・雇用差別の廃止・最低賃金などが確保されていることが求められる。

【36】新しい公共

鳩山由紀夫前首相は2010年1月の施政方針演説において「新しい公共」という言葉を取り上げ、国家戦略の柱とした。この「新しい公共」という考え方やその展望を市民、企業、行政などの社会に広く浸透させ、これからの日本社会の目指すべき方向性やそれを実現させる制度・政策の在り方などについて議論を行うことを目的として「新しい公共」円卓会議を設置した。鳩山内閣から交代した菅内閣においても、「新しい公共」担当大臣に玄葉光一郎氏を任命し、引き続き「新しい公共」に対しての取り組みを行う。

【37】最低制限価格制度

公共工事等の請負の契約の入札において、契約内容に適合した履行を確保するため、あらかじめ最低制限価格を設けて、予定価格の範囲内で最低の価格をもって入札した者であっても、最低制限価格を下回る場合には、これを落札者とせず、最低制限価格以上で最低の価格をもって入札した者を落札者とする制度。

【38】低入札価格調査制度

入札価格が予定価格を大きく下回った場合、発注者が業者に対し、価格の内訳書などを提出させて適正な施工が可能かどうかを調べる制度。手抜き工事や下請け業者へのしわ寄せを防ぐためとされる。

【39】ILO94号条約

正式名は「公契約における労働条項に関する条約」。公の機関を一方の契約当事者として締結する契約においては、その契約で働く労働者の労働条件が、団体協約または承認された交渉機関、仲裁裁定あるいは国内の法令によってきめられたものよりも有利な労働条件に関する条項を、その契約の中に入れることをきめたものである。

５．「給付と負担」のあり方

【40】株式譲渡益課税

上場株式等の譲渡益に対する課税は、申告分離課税により税率は本則は20%(所得税15％、住民税5％)だが、2003年1月1日より10％（所得税7％、住民税3％）に引き下げられている。

【41】配当課税

株主が法人から受ける配当に対する課税のこと。上場株式の配当には現在、2011年まで軽減税率10％が適用されている。

【42】租税特別措置

企業の投資促進などといった政策目的を達成するため、増減税したり、免税にしたりする税制上の例外規定のこと。2010年度予算による減免税額は、国税分で約7兆円の見通し。ナフサ免税や中小企業の法人税減税といった企業向けのほか、住宅ローン減税やエコカー減税など個人向けもある。

【43】給付付き税額控除

所得税の減税措置として税額控除の結果がマイナスとなった場合、その金額を給付するもの。税制と社会保障の一体的政策で、すべての人の最低所得保障を行うベーシックインカムの一形態。勤労者や子育て世帯に限定した方式もある。

【44】証券優遇税制

上場株式などの配当や譲渡益に対する税率は、本来は20％だが、株式投資を活性化するための優遇措置として10％に引き下げている状態のこと。この証券優遇税制は、時限措置（期間限定の措置）として2003年に導入したが、期限延長を繰り返してきた。最近では、リーマンショック以降の世界的な金融危機の対策として、2008年末に３年間の延長を決定した。

【45】インボイス方式

課税事業者が物を売る際に、消費税額を記載した納品書を発行し、それがなければ仕入者は消費税の仕入れ税額控除ができない制度。日本では1989年（平成元年）に消費税を導入したが、最も重要なインボイス制度を抜き取り、業者に「益税」をもたらす「免税点」「簡易課税」を組み入れた骨抜き税制となっている。今の消費税の制度・帳簿方式では、非課税業者、免税業者からの仕入も消費税が課されたとして処理されても実務上は分からない。インボイス方式に拠れば、消費者が支払った消費税を事業者が不正に懐に入れることが防げ、益税の発生を防げる。


Ⅲ　公共サービス労働組合の役割

【46】地方自治基本法（構想）

　地方分権推進計画が閣議決定され、機関委任事務の廃止など地方自治法が改正されることを受け、その対案として、自治労本部と自治総研で設置した研究会において作成し、1998年に提案したもの。憲法に規定される「地方自治の本旨」の具体化をめざし、現行地方自治法の上位法として、地方自治の基本原則と制度的原則を定めることとしている。

　基本法構想は、前文と、住民の権利・義務、自治立法権や自治財政権などの自治体の権能、自治体と国との対等関係の原則など8章で構成。議会制民主主義を前提としつつ、「自治体は住民の過半数の同意で『自治基本条例』を制定できる」とするなど、市民自治の原理を基本にすえた制度設計を試みている。

- 1 -

